
「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン（実施基準）
（平成２６年２月１８日 改正）【概要】

第１節 機関内の責任体系の明確化

文部科学省等が機関に対し、体制整備等に関する調査の実施や機関における体制
整備の不備に係る措置（間接経費措置額の削減等）を明記。

昨今、依然として研究費の不正使用が後を絶たず、社会問題としても大きく取り上げられ
る事態となっていることから、「研究機関における公的研究費の管理・監査のガイドライン
（実施基準）（平成１９年２月１５日文部科学大臣決定）」を改正し、文部科学省又は文部科
学省が所管する独立行政法人から配分される公募型研究資金について、配分先の機関
において、それらの更なる適正な管理がなされるよう必要な事項を示したものである。

背景

概要

競争的資金等の管理に係る機関内での責任者（最高責任者、統括管理責任者、
コンプライアンス推進責任者）の責任の範囲、権限の明確化を要請。

第3節 不正を発生させる要因の把握と不正防止計画の策定・実施

第4節 研究費の適正な運営・管理活動

第２節 適正な運営・管理の基盤となる環境の整備

機関内のルールの明確化・統一化（ルールの整備と相談窓口の設置等）、職務権限
の明確化、公正で効率的な研究遂行のための研究者及び事務職員の意識向上、告発
等の取扱い（迅速な全容解明を含む）、懲戒の明確な規定と透明な運用を要請。

機関内での不正を発生させる要因の把握、不正防止計画の策定及び計画の責任あ
る実施（防止計画推進部署の設置等）を要請。

第7節 文部科学省による研究機関に対するモニタリング等及び文部科学省、配分機関
による体制整備の不備がある機関に対する措置の在り方

第6節 モニタリングの在り方

第5節 情報発信・共有化の推進

予算執行のチェック体制の構築、業者との癒着防止、事務部門による発注・検収業
務の実施など、不正防止計画を踏まえた具体的な不正抑止策を要請。

機関における不正への取組に関する基本方針等を内外に積極的に情報発信すること
により、機関間、担当者間等における情報共有を要請。

実効性のあるモニタリング体制及び方法（機関全体の視点からモニタリング、リスク
アプローチ監査の実施、監査制度を整備等）について要請。

第８節 文部科学省、配分機関による競争的資金制度における不正への対応

機関から提出される不正事案の最終報告書に係る配分機関における措置等を明記。


